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本稿は、 日本における学校評価の実態の一側面を明らかにするとともに、 今後の学校評価のあり方を考察することを日
的とした。 具体的には、 まず、 主に 『学校評価ガイ ドライ ン(平成28年改訂)』 に基づき、 日本の学校評価の特質を概観
するとともに分析枠組みを抽出した。 次に、 日本における学校評価の実態の一側面を明らかにするために、 兵庫県A市
における公立小 ・ 中学校の自己評価について、 教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒用アンケート を調査した。 その上
で、 分析枠組みをもとに分析を行い、 必要に応じて海外の事例等を参照しつつ、 改善への足がかり を得た。 その結果、 日
本の学校評価は、 各学校に根付きつつあるものの、 未だ十分にその結果が活かせるような形では実施されていない場合が
多いことが示唆された。 学校評価が単なる項目チェ ックと集計処理に止まることをふせぐためには、 学校評価において各
学校の願いに基づく教育活動や質の管理のあり方を位置付けること、 学校評価としてアンケート を実施すること自体を学
校 ・ 家庭 ・ 地域の連携協力の場とすること、重点を意識し長期的な視点を持つことによって網羅型で項目数が多いアンケー
トから脱却すること等をふまえた工夫を加えることが重要であると考えられた。 それにより、負担を軽減するとともに、
ゆるやかに教育的 ・ 組織的改善につなげ、 開かれた教育課程の実現に向けた学校 ・ 家庭 ・ 地域の連携協力の一助とする道
が開かれるよう に思われた。 
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よそ10年が経つ。 これにより、 各学校においては、 学校




的な 5県を選び、 評価の主体、対象、 時期、 結果をもと
にした協議のあり方等を含めて、 質問紙調査を行ってい







行われた学校評価等実施状況調査では、 学校評価 ( 自己













本稿では、 こう した調査 ・ 研究をふまえつつ、 各学校
が、 教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒に対してど
のよう なアンケート をもとに学校評価を実施したのかに
ついてより具体的に明らかにしよう とするものである。 
具体的には、 まず、 主に 『学校評価ガイ ドライ ン(平成
28年改訂) 』5 に基づき、 日本の学校評価の特質を概観
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するとともに分析枠組みを抽出する。 次に、 日本におけ
る学校評価の実態の一側面を明らかにするために、 兵庫
県 A 市における公立小 ・ 中学校の自己評価について、










まず、 日本の学校評価の特質について、 評価の目的 ・ 
主体 ・ 対象という視点から整理を行う。 『学校評価ガイ
ドライ ン(平成28年改訂)』 によれば、 学校評価の目的
は、 下記の図1 のよう になっている。 





よる評価の実施とその結果の公表 ・ 説明により、 適切
に説明責任を果たすとともに、 保護者、 地域住民等か
ら理解と参画を得て、 学校 ・ 家庭 ・ 地域の連携協力に
よる学校づく り を進めること。




図 1 『学校評価ガイ ドライン(平成28年改訂) 』 の
学校評価の目的
ここでは、 大きく分けて①学校レベル・ 設置者レベル
での質の改善 ( 1 及び3 より)、②説明責任 ( 2 の前半)、
③学校・ 家庭・ 地域の連携協力による学校づく り ( 2 の
後半) という3 つの目的が読み取れる。 海外では、 外部
評価が国レベルで実施されている国が多いこと等とも関
わって、 学校評価の目的と しては、 しばしば改善と説明
責任が対比的に語られがちである6。 一方、 日本の 『学
校評価ガイ ドライ ン(平成28年改訂)』 では、 学校 ・ 家
庭 ・ 地域の連携協力による学校づく りも位置付けられて
いる。 つまり、 日本の学校評価に期待される目的の特質
と しては、 この学校 ・ 家庭 ・ 地域の連携協力による学校
づく りが加わっている点を指摘できよう。 このため、 学
校評価を分析する際には、 学校評価が改善 ・ 説明責任に
つながりう るかという視点だけでなく、学校評価が学校・ 















自己評価 : 自己評価は、 学校評価の最も基本となるも




* 児童生徒 ・ 保護者対象のアンケート(外部アンケー
ト等) : 自己評価を行う上で、 児童生徒や保護者、 地
域住民を対象とするアンケートによる評価や、 保護者
等との懇談会を通じて、 授業の理解度や保護者 ・ 児童
生徒がどのよう な意見や要望を持っているかを把握す
ることが重要である。











ついて、 専門的視点から評価を行う ものである。 
図 2 『学校評価ガイ ドライン(平成28年改訂) 』 の
学校評価の分類
学校評価の対象と しては、 『学校評価ガイ ドライ ン
(平成28年改訂)』 においては、 評価項目 ・ 指標等を検討
する際の視点となる例が12あげられている。 それは、 教
育課程 ・ 学習指導、 キャリア教育(進路指導)、 生徒指
導、 保健管理、 安全管理、 特別支援教育、 組織運営、研
修 (資質向上の取組)、 教育目標 ・ 学校評価、 情報提供、
保護者、 地域住民等との連携、 教育環境整備である。 本
稿では、 各学校のアンケート項目を主にこれらの分類に
便宜上整理することで、学校の自己評価の対象の特徴を
把握する。 この時、 『学校評価ガイ ドライ ン(平成28年









ているかについても調べるこ ととする。 加えて、 『学校






2 . 兵庫県 A 市における公立小 ・ 中学校の学校評価の
実態把握
2.1. 調査対象
対象は兵庫県 A市公立小 ・ 中学校が平成27年度に学
校の自己評価のために実施したアンケート項目である。 
A市には、 現在、公立小学校が69校、公立中学校が35校











まず、 各学校のアンケート項目を 『学校評価ガイ ドラ
イ ン (平成28年改訂)』 の評価項目 ・ 指標等を検討する
際の視点となる例としてあげられている12分類 (教育課
程・ 学習指導、 キャリア教育(進路指導)、 生徒指導、
保健管理、 安全管理、 特別支援教育、 組織運営、 研修
(資質向上の取組)、 教育目標・ 学校評価、 情報提供、 保
護者、 地域住民等との連携、 教育環境整備) に沿って分
類した。 ただし、 いずれにも分類し難い項目があったた
め、 さらに2 つの視点 (保幼小 ・ 小中一貫の視点、 家庭
学習 ・ 家庭生活) を加えた。1 つ目の 「保幼小 ・ 小中一 
貫の視点」 はA市が市レベルで保幼小連携 ・ 小中一貫
教育を実施していることによる。 2 つ目の 「家庭学習 ・ 









を含むものがあった。 例えば 「学校は、 子どもたちの健
康・ 安全 ・ 衛生・ 防災のため、 環境整備、 緑化などに努
めていると思われますか (スクールヘルパー、 避難訓練、
学校施設整備、 花の栽培など)」 である。 こう した場合
には、 最もその項目で重要と されていると考えられる内
容、 もしく はその他のアンケート項目に含まれない内容
があればそれをカウント した。 また、 特に小学校におい
て発達段階に応じてアンケート項目を増やしている場合
には、 最高学年の最も数が多いものを調査対象と して分





て調べた。 タイ プについては、 『学校評価ガイ ドライ ン
(平成28年改訂) 』 の評価項目 ・ 指標等を検討する際の視
点を網羅しよう とする網羅型、 学校教育目標等に基づき
視点を限定して重点的に評価しよう とする重点型、 その
2 つのタイ プの折衷型の3 つに分類した。 これについて
は、14の視点のう ち、 約7 割に当たる10以上の視点をア






まず、 公立小 ・ 中学校のアンケート項目の内容割合は
表 1 の通りである。 公立小 ・ 中学校ともに 「教育課程 ・ 





程 ・ 学習指導」 をアンケートに含んでいない学校は、 1 
校である。 この学校は、 学校評価と称して、 家庭生活や
家庭学習のアンケート を生徒に実施している。 つまり、
「家庭での学習はどれく らいしていますか? 」 「sNs を
していますか? 」 といった内容のみのアンケートであっ
た。
なお、 特に 「教育課程 ・ 学習指導」 「生徒指導」 に関
するアンケート項目については、 学校 ・ 教師側の取り組
みを評価しよう とするアンケート と、(その取り組みを
通じて) 児童・ 生徒にどのような姿が見られるようになっ
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ているかを把握しよう とするアンケートの2 種類が存在
した。 前者の例と しては、 教師用アンケートでは、 「児
童の実態に応じた授業計画を立て、 わかりやすい授業を
進められた」、 保護者用アンケートでは、 「学校では基礎
的な学力が身につく よう にわかるまで教えてく れる」、
児童 ・ 生徒用アンケートでは、 「先生は間違えたところ
やわからないとこ ろをわかるまで教えてく れる」 といつ
たものがある。 後者の例と しては、 教師用アンケートで
は、「日々の授業内容が理解できている」、 保護者 ・ 地域
住民用アンケート では、 「お子さんは、 日々の授業内容
が理解できている」、 児童 ・ 生徒用アンケートでは、「学
校の授業はよく わかりますか」 といつたものがある。
公立小 ・ 中学校両方でアンケートに含まれる割合が全
体的に低かったのは 「教育目標 ・ 学校評価」 である。 公
立中学校で保護者・ 地域住民用アンケートでの割合が高





教職員 保護者・ 地域 
住民 
児童 教職員 保護者・ 地域 
住民 
生徒 
全 55 校 全 58 校 全 46 校 全 32 校 全 28 校 全23 校 
校数 l 割合 校数l 割合 校数l 割合 校数l 割合 校数l 割合 校数l 割合 
教育課程・ 学習 
指導 55 1 100% 57 l 98% 45 l 98% 32 1 100% 28 1 100% 22 l 96% 
キ ャ リ ア教育 
(進路指導) 4 l 7% 0 l 0% 0 l 0% 20 l 63% 12 l 43% 14 l 61% 
生徒指導 53 l 96% 57 l 98% 44 l 96% 32 1 100% 28 1 100% 23 1 100% 
保健管理 26 l 47% 5 l 9% 2 l 4% 20 l 63% 7 l 25% 5 l 22% 
安全管理 45 l 82% 38 l 66% 22 l 48% 26 l 81% 13 l 46% 11 l 48% 
特別支援教育 35 1 64% 3 1 5% 3 1 7% 22 1 69% 0 1 0% 0 1 0% 
組織運営 33 l 60% 0 l 0% 0 l 0% 26 l 81% 1 l 4% 0 l 0% 
研修 (資質向上 
の取組) 29 l 53% 0 l 0% 0 l 0% 24 l 75% 1 l 4% 2 l 9% 
教育目標 ・ 学校 
評価 12 l 22% 1 l 2% 0 l 0% 4 l 13% 9 l 32% 0 l 0% 
情報提供 43 l 78% 48 l 83% 10 l 22% 27 l 84% 27 l 96% 6 l 26% 
保護者、 地域住 
民等との連携 48 l 87% 47 l 81% 11 l 24% 26 l 81% 23 l 82% 9 l 39% 
教育環境整備 15 l 27% 6 l 10% 0 l 0% 19 l 59% 5 l 18% 9 l 39% 
(他) 保幼小・ 
小中一貫の視点 27 l 49% 6 l 10% 4 l 9% 21 l 66% 8 l 29% 5 l 22% 
(他 ) 家庭学 
習・ 家庭生活 0 : 0% 44 : 76% 26 l 57% 0 : 0% 11 : 39% 15 : 65% 
自由記述 36 l 65% 29 l 50% 12 l 26% 19 l 59% 10 l 36% 2 l 9% 
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になってく ること、 また兵庫県ではト ライやる ・ ウイー
クと呼ばれる職場体験を実施しており、 これについてた
ずねるアンケートが多かったことによる。
教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒間で割合が大
きく異なる視点と しては、 「組織運営」 や 「研修」 など
のように学校運営に関わるものが多い。 それらは、 教職
員でなければ答えにくいため、必然的に教職員用アンケー
トに含まれる割合が高く、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生
徒用アンケートに含まれる割合が低く なっている。
また、「情報提供」 「保護者、 地域住民等との連携」 に
ついては、 教職員、 保護者 ・ 地域住民用アンケートには
公立小 ・ 中学校ともに約8 割以上の学校で含まれている。 
ただし、 これらは児童 ・ 生徒用アンケートに2 ~ 3 割の





以外の 2 つの視点 「保幼小 ・ 小中一貫の視点」 「家庭学
習 ・ 家庭生活」 については、「保幼小 ・ 小中一貫の視点」
が主に教職員用のアンケートに含まれがちであるのに対
し、「家庭学習 ・ 家庭生活」 は保護者・ 地域住民、児童・ 
生徒用アンケートに含まれがちであった。 「家庭学習 ・ 
家庭生活」 には、 例えば 「朝食を毎日食べている」 のよ
うに児童・ 生徒の家庭学習や家庭生活のアンケートや、
「起床 ・ 就寝 ・ 朝食等の習慣が(子どもに) 身につく よ
うに努力している」 のように保護者による家庭学習や家
庭生活のしつけのアンケートなどが存在した。公立小学
校のう ち、 保護者 ・ 地域住民用アンケートの76%、 児童
用アンケートの57%、 公立中学校の保護者 ・ 地域住民用
アンケートの39%、 児童用アンケートの65%には、 部分
的であれ、 こう した項目が含まれていた。
自由記述については、 公立小 ・ 中学校ともに、 教職員
に対しては半数以上の学校で自由記述欄を設けているの









次に、 アンケート項目の数については、 表2 の通りで










平均項目数 33.9 15.3 14.2 45.0 20.7 21.5 
表 3 アンケートのタイプ
公立小学校 公立中学校 
教職員 保護者・ 地域 
住民 
児童 教職員 保護者・ 地域 
住民 
生徒 
全 55 校 全 58 校 全 46 校 全 32 校 全28 校 全 23 校 
校数 l 割合 校数l 割合 校数l 割合 校数l 割合 校数l 割合 校数l 割合 
網羅型 11 l 20% 0 l 0% 0 l 0% 10 l 31% 0 l 0% 0 l 0% 
折衷型 29 l 53% 29 l 50% 3 l 7% 19 l 59% 19 l 68% 11 l 48% 
重点型 15 l 27% 29 l 50% 43 l 93% 3 l 9% 9 l 32% 12 l 52% 
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約15項目前後、 公立中学校では、 保護者・ 地域住民、 生
徒ともに約20項目前後となっている。 できるだけ、 保護
者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒に負担をかけない形で学校が








最後に、 アンケートのタイ プについては、 表3 の通り




いる。 網羅的に多くの視点を含もう とすることで、 必然
的に項目数が増えていると言える。 一方で、公立小 ・ 中
学校ともに保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒用アンケート





ており、 学校段階に応じて児童・ 生徒が答えう る範囲で
アンケートが作成されていることがうかがわれた。 
3 . 結果分析・ 考察
本章では、 以上の調査結果について、 ①学校評価の目
的 ( (教育課程改善を含む) 改善、 説明責任、 学校・ 家
庭 ・ 地域の連携協力)、 ②アンケートの対象(何を、 ど
の程度) に着目して分析することで、A市の学校評価の
実態を分析するとともに、 今後の学校評価のあり方を考
察したい。 ただし、 ①と②は重なりも多いため、 どちら
かに比重を置きつつも、 関連付けて考察する。
まず、 主に①学校評価の目的に関する部分である。 直
接的に、 学校評価の目的である改善、 説明責任、 学校 ・ 
家庭 ・ 地域の連携協力に関して、 アンケート を行ってい
る学校の割合をみてみると、 説明責任や学校 ・ 家庭 ・ 地
域の連携協力にあたる 「情報提供」 「保護者、 地域住民
等との連携」 については、 公立小 ・ 中学校ともに、 約8 
割の学校が教師用、保護者・ 地域住民用アンケートに含










少なく ない9。 この視点が失われれば、 ほぼ全ての公立
小 ・ 中学校が 「教育課程 ・ 学習指導」 「生徒指導」 につ
いて学校評価アンケートの対象と しているにも関わらず、
それが改善にいかされたかどうかは問われないこととな






保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒用アンケートの中に 「教
育課程 ・ 学習指導」 のあり方やその結果が含まれていた。 
また、 「教育課程 ・ 学習指導」 という視点以外に分類さ
れたものであっても、 教育課程を支える組織のあり方、
研修のあり方、 保護者 ・ 地域住民との連携等のように教
育課程や学習指導改善につながるよう な項目も多く のア
ンケートで見られた。 これらの結果は、 間接的なエ ビデ
ンスと して、 直接的なエ ビデンス ( 日々の授業研究等に
おいて筆記テストやパフォーマンス評価等によって得ら
















めには、 教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒に対し
て同じ項目を尋ねることによって、 それぞれの立場によ
る意識の差を調べ、 議論の糸口をつかむといった方法も






まりそう した意識を持った学校は多く ないようであった。 
兵庫県 A市における公立小・中学校の学校評価の実態に関する一考察
しかしながら、 今回の調査では、 学校によって教職員用





なお、 特に 「教育課程・ 学習指導」 「生徒指導」 に関
するアンケート項目については、 学校 ・ 教師側の取り組
みを評価しよう とするアンケート と、 児童 ・ 生徒にどの
よう な姿が見られるよう になっているかを把握しよう と
するアンケートの2 種類が存在した。 この点で、 後者の
事例を、 あく までも学校評価として生かすためには、 学
校 ・ 教師がどのよう な目標をもとにどのよう な教育活動
をしてきたのかという ことと合わせてアンケート を実施
することが重要であるといえよう。 そのようにすること
で、 学校と保護者 ・ 地域住民との間で育てたい児童 ・ 生
徒像や学校での教育活動について、 児童 ・ 生徒の姿とと
もに共有する機会ともなる。
また、 学校評価と称しながら、 児童 ・ 生徒の家庭学習
や家庭生活のアンケート、 保護者による家庭学習や家庭
生活の指導のアンケート となっているものも存在した。 
しかしながら、 その多くは、 実は、全国学力 ・ 学習状況
調査の児童 ・ 生徒質問紙に含まれている'°。 例えば、 全
国学力 ・ 学習状況調査の児童・ 生徒質問紙にも、家庭生




トで問う必要はないだろう。 こう した家庭学習 ・ 家庭生
活のアンケート を実施する場合には、 項目を吟味すると
ともに、 先ほどと同様に、 学校 ・ 教師がどのよう な目標
をもとにどのよう な教育活動をしてきたのかという こと
と合わせて、 アンケートを実施することが重要であろう。 
それにより、 学校と保護者 ・ 地域住民との間で育てたい
児童・ 生徒像を共有するとともに、 学校ではこう した教
育活動を行っているので、 家庭 ・ 地域で行いう ることは
保護者 ・ 地域住民に担ってもらう という形での連携や連
携に向けた議論のきっかけとすることもできよう。 学校














中学校ともに、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒用のアン
ケートではそれほど項目数は多 く なく、 重点を絞って評
価を行う重点型もしくは折衷型が多かった。 網羅型は見
られなかった。 一方、 教職員用のアンケートでは、 公立





た。 しかしながら、 先述したよう に、 『学校評価ガイ ド





る」'' と されている。 必ずしも毎年多 く の負担をかけて
まで全方位的な評価を実施する必要はないであろう。
これに関しては、 「学校が抱える課題等を把握するた





た、 例えば一定の時期 (数年に一度など) に学校の取組
の状況について全方位的なチェ ックを行う ことなどが考
えられる」'2 と されている。 このよう に、 アンケート以










ることを目的としていた。 その結果、 主に次の3 つのこ
とを示すことができた。
1 つめは、 学校評価の目的のうち、 説明責任や学校・ 
家庭 ・ 地域の連携協力にあたる 「情報提供」 「保護者、
地域住民等との連携」 については、 公立小 ・ 中学校とも
に、 約8 割の学校で意識されていたのに対し、 改善と関
わる 「教育目標・ 学校評価」 はあまり意識されていなかっ
たことである。 ただし、 教育課程改善に関しては、 ほぼ
奥 村 好 美 小 池 理 平
全ての学校の教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒用
アンケートの中に 「教育課程 ・ 学習指導」 のあり方やそ
の結果が含まれていた。 こう した結果から、授業 ・ 教育
課程 ・ 学校レベルをつないで評価 ・ 改善していく可能性
が示唆された。 一方で、 今後は、 学校評価において各学
校の願いに基づく教育活動や質の管理のあり方を位置付
けていく ことが重要であると考えられた。
2 つめは、 学校評価と称しながら、 「教育課程 ・ 学習
指導」 「生徒指導」 に関して児童 ・ 生徒にどのよう な姿
が見られるよう になっているかを把握しよう とするアン
ケートや、 児童 ・ 生徒の家庭学習や家庭生活のアンケー
ト、保護者による家庭学習や家庭生活のしつけのアンケー




と自体を、 学校 ・ 家庭 ・ 地域の連携協力の場としう ると
考えられた。
3 つめは、 アンケートの対象と しては、 教職員用のア
ンケートのみに様々な視点を網羅しがち、 かつ項目数が
多く なりがちな傾向が見られたことである。 これについ








ぐためには、 上記のよう なポイ ント をおさえた工夫を加
えることが重要であろう。 それにより、負担を軽減する
とともに、 ゆるやかに教育的 ・ 組織的改善につなげ、 開




えば、 教職員、 保護者 ・ 地域住民、 児童 ・ 生徒の立場の
違いによる意識の差を調べ、 評価結果を議論のきっかけ
としえているのかや、学校の自己評価をその他の間接的 ・ 












を継続していく ことを今後の課題と したい。 
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